
別紙１（その１） 
ばい煙を発生する施設の概要（その１） 

 
施設の

設置 着工予定・設置年月日 年   月   日 使用開始予定年月日 年   月   日 

ばい煙発生施設の種類  

名 称 お よ び 形 式 設置台数   基 
伝 熱 面 積 

（ｍ２） 
 バーナーの燃料の燃焼

能力(重油換算Ｌ/ｈ) 
 

原材料の処理能力 
（ｔ/ｈ） 

 火格子面積または羽口

断面積       （ｍ２） 
 

変圧器の定格容量 
（ＫＶＡ） 

 焼却能力または蒸発量 
 (kg/ｈ) 

 

施

設

の

構

造 

規

模 

乾燥施設の容量 
（ｍ２） 

 

1日の使用時間   時から  時まで 1月の使用日数 日     使 用

状 況 季 節 変 動  
種 類  使 用 割 合  原

材
料 1 日の使用量  原材料中の成分割合 

（％） 
イオウ・カドミウム・鉛・弗素 

種 類  
発熱量（低） ｋcal/kg 

使

用

の

方

法 

燃
料 

通常の使用量 Ｌ／ｈ 

燃料中の成分割合 
（％） 

灰分・イオウ分・窒素分 

処 理 施 設 の 種 類 
名 称 お よ び 型 式 

 

着工・設置予定年月日 年   月   日 1日の使用時間     時から    時まで 
風 量 （Ｎｍ3/分）  使用水量 (Ｌ/分)  
使 用 薬 品 名 1月の使用量 

排ガス温度（℃） 処理前                    処理後 処

理

能

力 

ば

い

煙

の

濃

度 

 
ばいじん 
いおう酸化物 
窒素酸化物 
有害物質

（         ） 

処理前 
ｇ／Ｎｍ3 

ｐｐｍ 
ｐｐｍ 
ｐｐｍ 

処理後 
ｇ／Ｎｍ3 

ｐｐｍ 
ｐｐｍ 
ｐｐｍ 

捕集効率 
％ 
％ 
％ 
％ 

公

害

防

止

の

方

法 

煙突フード等の大きさ 高さ           ｍ 頂口径         ｍ 独立・建属・付属 

備考 
１ 新設の申請にあっては、着工予定年月日を、既設にあっては、設置年月日を記入すること。 
２ 既設の申請にあっては、使用開始予定年月日を記入する必要はない。 
３ 規模の欄には、当該施設に該当する項目について記載すること。 
４ 原材料中の成分割合(％)の欄および燃料中の成分割合(％)の欄の記載にあっては、重量比(％)ま
たは容量比(％)の別を明らかにすること。 

５ ばい煙の濃度は、乾きガス中の濃度とすること。 
６ 各施設ごとに記載すること。 
７ 原材料の成分(材料および不純物も含む。)。



別紙１（その２） 
ばい煙を発生する施設の概要（その２） 

 

排 出 ガ ス 量 （ 湿 り ） 最大              Ｎｍ3／ｈ 通常               Ｎｍ3／ｈ 

排 出 ガ ス 量 （ 乾 き ） 最大              Ｎｍ3／ｈ 通常               Ｎｍ3／ｈ 

排 出 ガ ス 温 度              ℃ 

排 出 ガ ス 速 度              ｍ／ｓ 

排出口の実高さ（Ｈo） ｍ 補正された排出口の高さ（Ｈe） ｍ 

排出ガス中の酸素濃度           ％ 

敷地境界線までの最大水平距離            ｍ 

いおう酸化物の最大着地濃度

およびその地点までの距離           ｐｐｍ          ｍ 

ば
い
煙
の
濃
度 

 
ばいじん 
いおう酸化物（容量比） 
窒素酸化物 
有害物質 
（                ） 

最大 
ｇ／Ｎｍ3   

ｐｐｍ   
ｐｐｍ   
ｐｐｍ   

通常 
ｇ／Ｎｍ3   

ｐｐｍ   
ｐｐｍ   
ｐｐｍ   

ばい煙量（いおう酸化物）  

施設から発生する廃棄物の

種類および処理の方法 

 

お

よ

び

図

面 

添

付

書

類 

１ ばい煙の排出および処理作業の系統概要説明書 
２ ばい煙量等計算書 
３ ばい煙発生施設の構造概要図 
４ ばい煙の処理施設の構造概要図および設置場所を示す図面 
５ 工場等の敷地内のばい煙発生施設の配置図 

備考 
１ ばい煙の濃度は、乾きガス中の濃度とすること。 
２ ばい煙の濃度は、ばい煙処理施設がある場合は、処理後の濃度とすること。 



別紙２ 

粉じんを発生する施設の概要 

 

施設の

設置 着工予定・設置年月日 年   月   日 使用開始予定年月日 年   月   日 

粉 じ ん 発 生 施 設 の 種 類  

粉 じ ん の 種 類 と 成 分 
 

名 称 お よ び 型 式 
 

原料の処理能力（ｔ/日） 
面積（ｍ２）または埋積能力（ｔ） 

 

炉室数、ベルト幅(ｃｍ)または
バケット内容積(ｍ2)、運搬能力 
(ｔ/時) 

 
規

模 炭化時間(時)、原動機の定格能
力(ｋＷ)または処理能力(ｔ/時) 

 

１ 日 の 使 用 時 間  

１ 月 の 使 用 日 数  

施

設

の

構

造

お

よ

び

使

用

の

方

法   

季 節 変 動 等  

処 理 施 設 の 種 類  

処理施 設の名称およ び型式  

効 率 ま た は 能 力  

原 動 機 出 力 も し く は 方 法 
ま た は 散 水 量 

 

防 じ ん カ バ ー の 設 置 状 況  

処

理

の

方

法 

そ の 他 処 置 方 法 
 

排出口から敷地境界線までの最短水平距離 
 

施 設 か ら 発 生 す る 廃 棄 物 の 種 類 
お よ び 処 理 の 方 法 

 

大 気 汚 染 が 著 し い と き の 措 置 方 法 
 



添付書類および図面 
１ 粉じんの排出および処理作業の系統概要説明書 
２ 粉じんの量に関する説明書 
３ 粉じん発生施設および処理施設の構造概要図および設置場所を示す図面 
４ 工場等の敷地内の粉じんを発生する施設の配置図 

 
備考 
１ 新設の申請にあっては、着工予定年月日を、既設の申請にあっては、設置年月日を記入する

こと。 
２ 既設の申請にあっては、使用開始予定年月日を記入する必要はない。 
３ 堆積場の場合は、名称および型式の欄には、堆積物の種類、比重、粒度、水分値の概数およ

び通常の年間延べ堆積量について記入すること。 
４ 原動機出力、もしくは方法または散水量の欄には、実施の量（たとえば散水の場合には、水

量１Ｌ/ｔ）実施頻度を記載すること。 
５ その他、処理方法の欄には、散水等と同等以上の効果を有する装置について記載する。 

 



 
別紙３（その１） 

揮発性有機化合物排出施設の構造および使用の方法 

名 称 お よ び 型 式   

設 置 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

着 手 予 定 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

送風機の送風能力（ｍ３／ｈ）   

排風機の排風能力（ｍ３／ｈ）   

揮発性有機化合物が空気

に接する面の面積（ｍ２）  
  

規 

 

模  

容      量（ｋｌ）    

１日の使用時間および月使用日

数等 
    時から    時まで 

時間/回, 回/日, 日/月 

    時から    時まで 

時間/回, 回/日, 日/月 

排出ガス量（Ｎｍ３／ｈ）    

使用する主な揮発性有機化合物の種

類   

揮 発 性 有 機 化 合 物 濃
度（容量比ｐｐｍ（炭素換算））   

参 考 事 項  

備考  １ 設置届出の場合には着手予定年月日および使用開始予定年月日の欄に、使用届出の
場合には設置年月日の欄に、変更届出の場合には設置年月日、着手予定年月日および

使用開始予定年月日の欄に、それぞれ記載すること。 

２ 規模の欄には、大気汚染防止法施行令（昭和43年政令第329号）別表第１の２に

掲げる施設に規定する項目について記載すること。 

３ 揮発性有機化合物排出施設の構造およびその主要寸法を記入した概要図を添付す

ること。 

４ 排出ガス量は、湿りガスであつて、最大のものを記載すること。 

５ 揮発性有機化合物濃度は、湿りガス中の濃度とすること。 

６ 揮発性有機化合物濃度は、揮発性有機化合物の処理施設がある場合には、処理後

の濃度とすること。 

７ 参考事項の欄には、揮発性有機化合物の排出状況に著しい変動のある施設につい

ての一工程中の排出量の変動の状況、揮発性有機化合物の排出の抑制のために採つ

ている方法（排出ガスを処理施設において処理しているものを除く。）等を記載する

こと。 



別紙３（その２） 

揮発性有機化合物の処理の方法 

揮発性有機化合物の処理施設の工場

または事業場における施設番号    

処理に係る揮発性有機化合物排出施

設の工場または事業場における施設

番号  
  

揮発性有機化合物の処理施設の種類、

名称および型式  
  

設 置 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

着 手 予 定 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年   月   日 年   月   日 

 

排出ガス量（Ｎｍ３／ｈ）  

 

  

 

処理前  

 

  

揮 発 性 有 機 化 合 物 濃

度（容量比ｐｐｍ（炭素換算）） 

処理後  

 

  

処 

理 

能 

力 

 

処   理   効   率 （％）

 

  

備考  
１ 設置届出の場合には着手予定年月日および使用開始予定年月日の欄に、使用届出の場合に

は設置年月日の欄に、変更届出の場合には設置年月日、着手予定年月日および使用開始予定

年月日の欄に、それぞれ記載すること。 

２ 排出ガス量は、湿りガスであつて、最大のものを記載すること。 

３ 揮発性有機化合物濃度は、湿りガス中の濃度とすること。 

４ 揮発性有機化合物の処理施設の構造およびその主要寸法を記入した概要図を添付するこ

と。 



別紙４（その１） 

汚水および廃液の概要（その１） 

着工予定・設置年月日 年     月     日 施設の

設置 使用開始予定年月日 年     月     日 
施 設 の 種 類  

型 式 お よ び 能 力  

１日の使用時間 午前・午後    時から 午前・午後    時まで 状
況 

季節的変動の概要  

種 類     

方
法
（
畜
舎
を
除
く
） 

施
設
の
構
造
お
よ
び
使
用 

原
材
料 １ 日 の 使 用 量 kg/日 kg/日 kg/日 kg/日 

規 模 牛  頭・馬  頭・豚  頭・鶏  羽 
畜

舎 汚水汚物の処分方法 
 

汚水および廃液施設からの排水量 最大    ｍ３／日 ・ 平均    ｍ３／日 
施設の種類、名称および 
型式 

 

着工予定・設置 年月日 年     月     日 
使用開始予定 年月日 年     月     日 

規 模  

能 力  処理施設

の構造等 
処理の方法  

１日の使用時間 午前・午後    時から    午前・午後    時まで 処理施設

の使用状

況 季節的変動の概要   
名 称 用 途 １日の使用量 

   
   

廃

水

処

理

の

方

法 

処理に要する薬品等 

   

処理前 処理後  
最大 日間平均 最大 日間平均 

排 水 量 (ｍ3/日)     

ｐＨ     

Ｂ Ｏ Ｄ（ｍｇ/Ｌ）     
Ｃ Ｏ Ｄ（ｍｇ/Ｌ）     

Ｓ Ｓ（ｍｇ/Ｌ）     

Ｔ － Ｎ（ｍｇ/Ｌ）     

Ｔ － Ｐ（ｍｇ/Ｌ）     

施
設
か
ら
出
る
排
水
の
水
質 

そ の 他     



排 出 先  

種 類  

１月の生成量  
残さ 

処理方法の概要  

 
備考 
１ 新設の申請にあっては、着工予定年月日を、既設の申請にあっては、設置年月日を

記入すること。 
２ 既設の申請にあっては、使用開始予定年月日を記入する必要はない。 
３ 畜舎の規模の欄には計画最大飼養数（既設にあっては、過去１年における最大飼養

数）を記入すること。 
 



別紙４（その２） 
汚水および廃液の概要（その２） 

用  水 排   水 
種    類 量（ｍ3/日） 種    類 量（ｍ3/日） 排出先 
上 水 道  作業工程排水  下水道 公共水路 
地 下 水  ボイラー排水  下水道 公共水路 
河 川 水  間接冷却排水  下水道 公共水路 
工 業 用 水  空 調 排 水  下水道 公共水路 
（循環水）  生 活 排 水  下水道 公共水路 
そ の 他  そ の 他  下水道 公共水路 
合 計  合 計   

排 出 口     

排水量(ｍ3/日)     

放 流 先     

ｐＨ     

ＢＯＤ     

ＣＯＤ     

Ｓ Ｓ     

Ｔ－Ｎ     

Ｔ－Ｐ     

最
終
排
水
ご
と
の
水
量
・
水
質
お
よ
び
放
流
先 

最

終

排

水

の

水

質

項

目 

その他     

水質の汚濁が著しい

ときの措置方法 

    

添付書類および図面 
１ 汚水または廃液の排出および処理にかかる作業の系統概要説明書 
２ 汚水または廃液にかかる施設の構造概要図 
３ 汚水または廃液の処理施設の概要図および設置場所ならびに排水系統を示す図面 

 ４ 工場等の汚水および廃液施設の配置図 
 
備考 

最終排水の水質の項目の欄について、その測定値（新設の申請にあっては、予測値）は、

各項目とも、最大値を記入すること。 
 



別紙５ 

騒音振動発生施設の概要 

着工予定・設置年月日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 
施設の

設置 使用開始予定年月日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 

騒音振動発生施設の種類     

型 式     

公 称 能 力     

数     

使 用 開 始 時 刻 時   分 時   分 時   分 時   分 

施
設
の
構
造
お
よ
び
使
用
方
法 使 用 終 了 時 刻 時   分 時   分 時   分 時   分 

騒 音 振 動 の 防 止 の 方 法 別紙のとおり 別紙のとおり 別紙のとおり 別紙のとおり 

騒音振動発生施設の設置場所 屋内・屋外 屋内・屋外 屋内・屋外 屋内・屋外 

騒音振動発生施設からの 1メートル ｄＢ ｄＢ ｄＢ ｄＢ 

敷 地 境 界 線 計算値または測定値         ｄＢ 
騒音、振動発生施設からの距離       ｍ 

添付書類および図面 
１ 騒音振動発生施設の構造概要図 
２ 騒音振動の防止施設(建物を含む。)の概要図および設置場所を示す図面 
３ 工場等の敷地内の騒音振動発生施設の配置図 

 
備考 
１ 新設の申請にあっては、着工予定年月日を、既設の申請にあっては、設置年月日を記入

すること。 
２ 既設の申請にあっては、使用開始予定年月日を記入する必要はない。 
３ 騒音の防止の方法については、消音器の設置、音源室内の防音措置、遮音塀の設置等騒

音の防止に関して講じようとする措置の概要を明らかにするとともにできる限り、図面、

表等を用いること。 
４ 振動の防止の方法については、防振材の設置等、振動の防止に関して講じようとする措

置の概要を明らかにするともに、できる限り図面、表等を用いること。 



別紙６ 

産業廃棄物の種類および処理方法 

産 業 廃 棄 物 の 種 類 
 

生成の過程および含有物質の 
名 称 ・ 成 分 等 

 

生 成 量  (１月当り)  

処理施設の種類・ 
名称・型式・能力 

 

量 
(１月当たり) 

 
処理後

の残さ 
処 理 方 法 

 

自

家

処

理 

処 理 方 法 の 概 要 別紙のとおり 

受託者または買取者

の氏名(名称)住所 
 

受託者または買取者

の処理方法 
 売

却
処
理 

委
託
ま
た
は 受託費用または 

売却代金 
 

処

理

方

法 
処
理 

そ
の
他
の 

   

処 理 方 法 の 割 合 自家処理     委託または売却処理     その他の処理 
（％）                 （％）           （％） 

無 公 害 化 、 安 全 化 対 策 
 

備考 
１ ｢産業廃棄物の種類｣については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和 46 年
政令第 300号)第２条の規定における区分によること。 
２ ｢処理方法の概要｣については、図面等を添付してその概要を明記すること。 


